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平成26年8月に施行された「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律」において、市町村が住宅及
び医療、福祉、商業その他の居住に関連する施設の立地の適正化を図るための計画として、「立地適正化計
画」を作成することができることとなりました（法第81条）。「立地適正化計画」とは、今後地方都市に
おいて、人口減少や高齢化が進展していく中で、まちのかたちはどうあるべきか、都市構造の観点から将来
への対応を考えていく計画です。

将来にわたり人口密度を維持するエリアを設定します。
◆区域内に緩やかに居住を誘導
◆区域外の居住の緩やかなコントロール

区域間を公共交通網で結びます。
◆公共交通を軸とするまちづくり

＊誘導施設への税財政・金融上の支援
＊福祉・医療施設等の建替等のための容積率等の緩和
＊公的不動産・低未利用地の有効活用

（イメージ図）

病院

福祉
施設

学校

スーパー

（立地適正化計画概要パンフレット（国土交通省作成）抜粋）

＊「居住誘導区域」外では、新たな住宅開発(一定規模以上)
について、市への届出が必要になります。
(無秩序拡散型の開発の防止)

生活サービスを誘導するエリアと、そのエリアに誘導する
施設を設定します。
◆都市機能(福祉・医療・商業等)の立地促進
◆区域外の都市機能立地の緩やかなコントロール
◆歩いて暮らせるまちづくり

都市計画審議会資料
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◆立地適正化計画策定の必要性（地方都市の現状と課題、政策の方向性）

（１ 立地適正化計画とは）

（「改正都市再生特別措置法等について」(平成27年6月1日時点版)(国土交通省作成)より抜粋）

都市計画審議会資料

○多くの地方都市では、
・急速な人口減少と高齢化に直面し、地域の産業の停滞もあり活力が低下
・住宅や店舗等の郊外立地が進み、市街地が拡散し、低密度な市街地を形成
・厳しい財政状況下で、拡散した居住者の生活を支えるサービスの提供が将来困難になりかねない状
況にある。

○こうした状況下で、今後も都市を持続可能なものとしていくためには、都市の部分的な問題への対症
療法では間に合わず、都市全体の観点からの取り組みを強力に推進する必要。

地方都市の現状と課題

○医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地し、あるいは、

○高齢者をはじめとする住民が自家用車に過度に頼ることなく公共交通により医療・福祉

施設や商業施設等にアクセスできるなど、

○日常生活に必要なサービスや行政サービスが住まいなどの身近に存在する

「多極ネットワーク型コンパクトシティ」を目指す。

多極ネットワーク型コンパクトシティの形成
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立地適正化計画は、区域や基本的な方針など都市再生特別措置法（第81条第2項他）に規定する事項を
主な内容とします。（下表は法に規定する必須事項）

項 目 記載事項 内 容

立地適正化計画区域

区域 都市計画区域内の区域

基本的な方針
住宅及び都市機能増進施設(*)の立地の適正化に関する基本的な方針
(*)都市機能増進施設：医療施設、福祉施設、商業施設その他の都市

の居住者の共同の福祉又は利便のため必要な施設

居住誘導区域

区域

都市の居住者の居住を誘導すべき区域
◆居住誘導区域は、人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口
密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的
に確保されるよう、居住を誘導すべき区域です。

講ずべき施策
居住環境の向上、公共交通の確保その他の当該居住誘導区域に都市の
居住者の居住を誘導するために市町村が講ずべき施策に関する事項

都市機能誘導区域

区域

都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域
◆都市機能誘導区域は、医療、福祉、商業等の都市機能を都市の中心
拠点や生活拠点に誘導し集約することにより、これらの各種サービ
スの効率的な提供を図る区域です。

講ずべき施策
立地を誘導すべき都市機能増進施設（誘導施設）及び当該誘導施設の
立地を誘導するために市町村が講ずべき施策に関する事項

（立地適正化計画概要パンフレット（国土交通省作成）抜粋）

（１ 立地適正化計画とは）
都市計画審議会資料
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飯塚市では、今後の人口減少が予想される中、持続可能な都市構造とするため
には、本市の都市目標像（都市計画マスタープラン）である「拠点連携型都市」
づくりを進めることが重要であるとの認識のもと、都市機能の維持・増進による
将来にわたる居住環境の確保・向上に関する指針である「飯塚市立地適正化計
画」を策定します。

(1)計画の内容

計画期間 平成29年4月から平成39年3月まで

計画期間は、おおむね20年後の都市の姿を展望(*)しつつ、本市の第２次総合
計画や都市計画マスタープランの終期を勘案し、平成29年度から38年度までの
10年間とします。

都市計画審議会資料

(*)人口等の将来分析に基づき、居住に必要な都市機能の立地に関する将来見通しや地価、
空き地等の状況を様々な角度から分析し、居住環境の向上につなげます。
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(2)計画の位置付け

（２ 飯塚市立地適正化計画について）

○都市の骨格構造の検討、誘導区域や誘導施設の設定にあたっては、子育て・医療・福祉、住宅、産業などの関連施策と連携を図る必要があ
ります。

立地適正化計画は、都市計画マスタープランの一部とみなされます。

○都市全体を見渡したマスタープランとしての性質をもつ立地適正化計画は、「飯塚都市計画区域マスタープラン」及び「飯塚市都市計画
マスタープラン」と整合を図る必要があります。

いいづか健幸都市基本計画

飯塚市第二次行財政改革大綱

飯塚市子ども・子育て
支援事業計画

・
・
・
・
・

（各種計画）

連携

都市計画審議会資料

まち・ひと・しごと創生
地方総合戦略（Ｈ27～Ｈ31）

①地方における安定した雇用を創出
する。

②地方への新しい人の流れをつくる。
③若い世代の結婚・出産・子育ての
希望をかなえる。

④時代にあった地域をつくり、安心
な暮らしを守るとともに、地域と
地域を連携する。

第２次飯塚市総合計画 （Ｈ29～Ｈ38）

飯塚市都市計画マスタープラン（Ｈ22～Ｈ38）

飯塚市立地適正化計画（Ｈ29～Ｈ38）

飯塚市中心市街地
活性化基本計画(Ｈ24～Ｈ28)

地域公共交通網
形成計画

社会資本
総合整備計画

飯塚市公共施設等総合管理計画

連携
今年度以降策定を予定している計画

立地適正化計画策定後見直しを予定

立地適正化計画への移行を予定

基
本
計
画

重
点
施
策

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

飯塚市の地方創生にかかる各種計画の相関図
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(3)計画の検討体制

（２ 飯塚市立地適正化計画について）

飯塚市

計画の施策調整及び決定

庁議

協議会等に提案する素案の検討

・総合政策課 ・行財政改革推進課
・商工観光課 ・まちづくり推進課
・こども育成課 ・健康・スポーツ課
・高齢者支援課 ・都市計画課
・建設総務課 他

関係課長会議

計画策定に係る事務局

・地域連携都市政策室

事務局

外部組織

計画に関する意見の聴取

・学識経験者 ・市議会議員
・関係行政機関職員 ・市民代表

都市計画審議会

計画策定を共に行う、多様な関係者で構成される
協議会

・大学 ・商工会議所 ・商工会
・福祉、子育て、医療、まちづくり、交通関係者
・飯塚市 等

地域連携都市政策協議会(仮称)

協議・調整

意見聴取

意見反映

住民

住民の意見を反映する措置
・パブリックコメント、ワークショップ等の手法
を検討

ワークショップ等

都市計画審議会資料



H27年度
７月 11月

H28年度
４月 10月以降

全体の流れ

都市計画審議会

協議会(外部組織)

市民周知

飯塚市
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(4)計画策定までのスケジュール

（２ 飯塚市立地適正化計画について）

基礎調査 素案検討 計画調整 計画策定

７月

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回

11月 1月 3月 5月 8月 9月

HP
掲載

市民懇談会

意見募集

HP
掲載

HP
掲載

HP
掲載 市民説明会ＨＰ掲載等

開催時に報告・意見聴取

都市計画審議会資料
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(1)まちの成り立ち（年表）

都市計画審議会資料

時 期 出 来 事

明 治 2 2 年
町村制の施行
穂波郡）飯塚町、大谷村、二瀬村、鎮西村、穂波村、大分村、上穂波村、内野村の発足
嘉麻郡）笠松村、庄内村、頴田村の発足

明 治 4 2 年 飯塚町と笠松村の合併

大 正 7 年 幸袋町の発足：大谷村が町制施行、改称

昭 和 7 年
飯塚市の発足：飯塚町が市制施行
二瀬町の発足

昭 和 3 0 年
筑穂町の発足：上穂波村、内野村、大分村（一部）の合併
穂波村：大分村のうち、高田村、舎利蔵村、津原村、久保白村を編入

昭 和 3 2 年 穂波町の発足：穂波村が町制施行

昭 和 3 3 年 庄内町の発足：庄内村が町制施行

昭 和 3 4 年 頴田町の発足：頴田村が町制施行

昭 和 3 8 年 飯塚市：二瀬町、幸袋町、鎮西村の合併

平 成 1 8 年 飯塚市、穂波町、筑穂町、庄内町、頴田町の合併
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(2)人口推移の実績

（３ 飯塚市の人口について）
都市計画審議会資料

＊明治22年地区人口は、市・町誌（史）抜粋。大正9年以降は国勢調査人口。
時期は、「(１)まちのなりたち」の出来事の直後を選定。平成17年、平成22年は直近の国勢調査として記載。

時 期 全国(千人) 飯塚市(人)
比率
(％)飯塚地区 穂波地区 筑穂地区 庄内地区 頴田地区

明治22年 39,473 32,217 14,193 3,665 8,667 2,616 3,076 0.08

大正 9年 55,963 126,080 61,918 37,235 9,773 10,114 7,040 0.23

昭和10年 69,254 144,845 78,373 31,578 13,062 16,662 5,170 0.21

昭和15年 71,933 167,381 88,663 36,721 13,730 19,379 8,888 0.23

昭和30年 90,077 199,537 107,467 42,185 19,359 20,727 9,799 0.22

昭和35年 94,302 186,760 104,000 36,857 17,684 17,944 10,275 0.20

昭和40年 99,209 141,445 82,033 27,151 15,430 8,360 8,471 0.14

平成17年 127,768 133,357 79,365 25,641 10,815 10,695 6,841 0.10

平成22年 128,057 131,492 0.10

＊比率は、全国の人口に対する飯塚市の人口の割合

（上表における飯塚地区と筑穂地区の内訳）

時 期
飯塚地区

(人)
筑穂地区

(人)飯塚町 笠松村 二瀬村 幸袋村 鎮西村 大分村 上穂波村 内野村

明治22年 14,193 2,935 3,445 2,325 2,586 2,902 8,667 3,703 3,029 1,935

大正 9年 61,918 28,876 14,997 11,477 6,568 9,773 4,043 4,110 1,620

昭和10年 78,373 39,629 20,499 10,047 8,198 13,062 3,799 7,506 1,757

昭和15年 88,663 46,685 20,505 13,587 7,886 13,730 4,613 7,409 1,708

昭和30年 107,467 61,650 22,484 14,500 8,833 19,359 19,359

昭和35年 104,000 60,431 22,429 12,907 8,233 17,684 17,684
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(3)将来の人口推移の見通し

（３ 飯塚市の人口について）

（H12年、H17年は国勢調査（統計いいづか）、H22年以降は国立社会保障人口問題研究所公表データより）

都市計画審議会資料
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(4)人口集中地区(DID)の推移と状況

（３ 飯塚市の人口について）

調査年度 DID内人口(人) DID面積(㎞2) DID人口密度(人/㎞2)

昭和50年 48,357 9.4 5,144

平成22年 53,622 13.12 4,087

出典：国土数値情報ダウンロードサービス（人口集中地区）

飯塚市では、DIDが徐々に拡大しており、平成
22年は昭和50年の約1.5倍に拡大しています。

一方で人口密度は減少傾向にあります。

※昭和50年は旧飯塚市と旧穂波町の合算値

人口集中地区(DID)とは

人口密度が4,000人/㎞2

以上の基本単位区が市区
町村の境域内で互いに隣
接して、それらの隣接し
た地域の人口が国勢調査
時に5,000人以上を有す
る地域。

都市計画審議会資料

昭和50年 平成22年
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(参考) まちの成り立ち

（３ 飯塚市の人口について）
都市計画審議会資料

飯塚村徳前村 菰田村

飯塚町

幸袋村

庄司村

大谷村

中村

吉北村

目尾村

柳橋村津島村川津村 横田村

二瀬村

伊岐須村

相田村 伊川村 片島村

大日寺村

花瀬村

鎮西村

潤野村明星寺村

八木山村 蓮台寺村 建花寺村

忠隈村

穂波村

南尾村堀池村

太郎丸村

椋本村 安垣村

椿村 弁分村

小正村 若菜村

枝国村

楽市村

平恒村秋松村

内住村

大分村

高田村

大分村

舎利蔵村 津原村

久保白村

山口村

上穂波村

馬敷村 阿恵村

元吉村 長尾村北古賀村 平塚村

弥山村

内野村

内野村

笠松村

立岩村川島村 鯰田村

下三緒村 上三緒村

庄内村

有安村

綱分村

赤坂村

筒野村 高倉村 入水村

山倉村

多田村

仁保村大門村元吉村

有井村

頴田村

勢田村口原村

佐与村 鹿毛馬村

明治22年、73村がそれぞれ合併し11町村に。

は、現在の地区公民館所在地。
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(1)拠点連携型都市の構築

“都市機能が相当程度集積し、あるい
は、将来、集積が見込まれる地域”で、
『本市の顔となる地域』

中心拠点とは

居住環境の確保・向上や人口密度の維
持等の施策を講じることで、“周辺地
域を含んだ地域住民の暮らしが守られ、
地域の交流拠点となり得る地域”で、
『将来に亘り生活圏の中心となる地域』

地域拠点とは

 拠点の定義や設定の方法は、今後、計画策
定の中で整理していきます。

都市計画審議会資料

中心拠点・地域拠点、集落を交通ネット
ワークで結ぶことにより、地域間の連携
や交流を活発にすること。

拠点の連携とは
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(2)人口密度の維持

（４ 計画策定の視点について）
都市計画審議会資料

（「国土交通白書2014」 より抜粋）

（「改正都市再生特別措置法等について」
(平成27年6月1日時点版)より抜粋）

労働生産性と人口密度の関係

人口減少下において、生活サービスや従来のコミュニティ活動が持続的に確保されるためには、一定の
エリアに一定規模の人口密度を維持することが求められます。
人口密度を維持するとともに、労働生産性の向上や行政の効率化を図り、持続可能な都市経営の基盤づ

くりを行います。
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(3)都市機能の維持

（４ 計画策定の視点について）

商業や医療・福祉などの都市機能が持続的に維持されるためには、それら施設の圏域に一定規模の利用
人口が存在することが求められます。

（「改正都市再生特別措置法等について」(平成27年6月1日時点版)より抜粋）

都市計画審議会資料
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(4)持続可能な都市構造

（４ 計画策定の視点について）

・ 医療、福祉、子育て支援、商業その他の都市の居住者の共同の福祉又は利便を図るために必要な機能が、民間投資等により、
持続的に確保される都市

・（人口減少の中にあって）生活サービスやコミュニティが、人口密度を維持することにより、持続的に確保される都市
・日常生活に必要なサービスや行政サービスが、公共交通の充実により、住民の身近に確保される都市
・健全な財政運営が、インフラ（社会資本＝公共事業）等の抑制、税収の維持により、継続的に確保される都市

◆将来にわたる持続可能な都市経営を実現することで、急激な人口減少下においても高齢者や子育て世代にとって、安心できる健
康で快適な生活環境を実現

参考：都市計画運用指針より引用

都市計画審議会資料

持
続
可
能
な
都
市

人口密度を維持

地域コミュニティの維持 継続的な民間投資の確保

歩いて暮らせる都市構造の形成 都市機能の確保・維持

公共交通
◆拠点間の交通ネットワーク化
◆区域内外を結ぶ交通アクセス

※各地域が将来にわたり、持続的に活性化するための
仕組みづくりを都市構造の視点から取り組みます。
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(5) 都市の課題抽出

（４ 計画策定の視点について）

立地適正化計画の策定にあたっては、人口分析をはじめ多角的な分析・科学的根拠に基づ
き都市の課題を抽出し、その課題解消に向けて、今後講ずべき施策を検討します。

市
全
域

拠
点
ご
と

地
区
ご
と

過
去

現
在

将
来

分析項目

人口、動態、雇用、財政、観光、
土地利用、地域連携 等

人口ビジョン

商業、医療、福祉、子育て、
教育、防災、交通 等

都市機能の立地

公的不動産、低未利用地、農地、
地価、空き家、税収 等

その他の調査
多
角
的
な
分
析

都
市
の
課
題
抽
出

講
ず
べ
き
施
策
を
検
討

計
画
策
定

都市計画審議会資料


